
◎ あっせん手続の流れ（顧客による申立て） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

相手方事業者等(乙) 

甲の申立取下げ 
規程 39 条 

打切り
規程 38 条 両者の合意 

あっせん申立て【法 6 条 8 号、15 号】
・申立ての趣旨、紛争の要点を明らか
にした申立書の提出(規程 26 条) 

・あっせんを行わないものに該当しな
いこと(規程 31 条) 

・申立金の納入 (規程 32 条) 

乙への通知・確認【法 6 条 9 号、
6 号】 
・乙には応諾義務(規程 27 条) 
・乙に甲のあっせんを受理した 
旨等の通知、申立書の交付(規
程 30 条) 

・乙への説明【法 14 条関係】 
 

申立人＝顧客(甲)による申立て 

センター長が、あっせん委員名簿から、

紛争解決委員(丙)を指定、丙が要件を 
確認し、受理 

あっせん受理を甲乙に通知(簡易書留郵便) 

あっせん受理の通知(規程 30 条) 
 甲にあっせんを受理した旨等を通知

【法 6 条 6 号】 

甲はあっせん申立金を納入 甲は申立金を納入(銀行振込)する。(規程

32 条) これ以外に甲が支払う手数料等

なし。乙の負担はない。【法 6 条 15 号】答弁書を甲に交付(簡易書留郵便) 
規程 35 条【法 6 条 6 号】 

丙が甲乙に事情聴取 
必要に応じ複数回の期日 

事情聴取(規程 36 条) 
資料徴求(規程 37 条） 

特別調停案の提示による  
和解の勧告（規程 40 条の２）

乙は答弁書作成 

和解案の提示による
和解の勧告（規程 40 条）

和解契約書作成 
規程 41 条 

あっせん手続の打切り、通知
【法 6 条 13 号、6 号】規程 38 条 
紛争解決委員による打切り、当事者双方
に打切り通知(簡易書留郵便) 

当事者の手続の終了 
【法 6 条 12 号】規程 39 条 

資料の取扱い 
【法 6 条 10 号】規程 50 条 

手続上の秘密の取扱い、秘密保持 

【法 6 条 11 号、14 号】規程 47 条 

手続きの進行【法 6条７号】 

規程 26 条から 41 条 

紛争解決委員に対す

る不当な影響の排除

措置【法 6 条 4 号】 

(規程 23 条) 

紛争解決委員は 
弁護士から選任 
【法6条 2号、5号】

(規程 28 条) 

第 1 回あっせん期日を甲乙に通知 
電話又は面談(規程 36 条) 【法 6 条 6 号】 

紛争解決委員の指定【法 6 条 3 号】 
・センター長が紛争解決委員を指定(規

程 28 条) 
・紛争解決委員の排斥・忌避 (規程 29
条、33 条) 

説明（あっせんの申立て意向者） 

金融商品取引についてセンターが対象と
する金融商品取引業者等と顧客との間に
生じた紛争 

【法 6 条 1 号】規程 2 条、4 条、 
定款 41 条、42 条 

説明：【法 14 条関係】規程 46 条 
説明者：受付相談員 
面談の場合：説明書を交付し、説明 
電話の場合：説明書を郵送し、説明 

あっせん手続の非公開【法 6

条 11 号、14 号】規程 42 条 あっせん業務に対する苦情受付 
【法 6 条 16 号】規程 51 条 

(注) 「法」   裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律 
 「規程」 苦情解決支援とあっせんに関する業務規程 

「事業者等」 当センターと契約を締結した第１種金融商品取引業者及び日本証券業協会、社団法人投資信託協会、社団法人

日本証券投資顧問業協会、社団法人金融先物取引業協会の構成員である金融商品取引業者等並びに当該金融商

品取引業者等に係る金融商品仲介業者又は第２種金融商品取引業者で個別利用登録を行った者 
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「事業者等」   当センターと契約を締結した第１種金融商品取引業者及び日本証券業協会、社団法人投資信託協会、社団法人

日本証券投資顧問業協会、社団法人金融先物取引業協会の構成員である金融商品取引業者等及び当該金融商品取

引業者等に係る金融商品仲介業者又は第２種金融商品取引業者で個別利用登録を行った者 
 

相手方顧客(乙) 

甲の申立取下げ 
規程 39 条 

打切り 
規程 38 条 

両者の合意 

申立人＝事業者等(甲)による申立て あっせん申立て【法 6 条 8 号、15 号】
・申立ての趣旨、紛争の要点を明らか
にした申立書の提出(規程 26 条) 

・相手方顧客があっせん申立てに同意
していることを証する書面の提出 
（規程 26 条） 

・あっせんを行わないものに該当しな
いこと(規程 31 条) 

・申立金の納入 (規程 32 条) 

相手方への通知・確認【法 6 条 9
号、6 号】 
・甲があっせん申立てを行ったこと 
について乙が同意していることを
確認 (規程 26 条) 
・乙に甲のあっせんを受理した 
旨等の通知、申立書の交付(規
程 30 条) 

・乙への説明【法 14 条関係】 

センター長が、あっせん委員名簿から、

紛争解決委員(丙)を指定、丙が要件を

確認し、受理 

あっせん受理を甲乙に通知(簡易書留郵便) 
あっせん受理の通知(規程 30 条) 
 甲にあっせんを受理した旨等を通知

【法 6 条 6 号】 

甲はあっせん申立金を納入 甲は申立金を納入(銀行振込)する。(規程

32 条) これ以外に甲が支払う手数料等

なし。乙の負担はない。【法 6 条 15 号】答弁書を甲に交付(簡易書留郵便) 
規程 35 条【法 6 条 6 号】 

丙が甲乙に事情聴取 
必要に応じ複数回の期日 

事情聴取(規程 36 条) 
資料徴求(規程 37 条） 

和解案の提示
による和解の勧告

規程 40 条 

乙は答弁書作成 

和解契約書作成 
規程 41 条 

あっせん手続の打切り、通知
【法 6 条 13 号、6 号】規程 38 条 
あっせん委員による打切り、当事者双方
に打切り通知(簡易書留郵便) 

顧客の同意確認
手続きの進行【法 6 条７号】

規程 26 条から 41 条 

紛争解決委員の指定【法 6 条 3 号】 
・センター長が紛争解決委員を指定(規
程 28 条) 

・紛争解決委員の排斥・忌避 (規程 29
条、33 条) 

紛争解決委員は 
弁護士から選任 
【法6条 2号、5号】

(規程 22 条) 

紛争解決委員に対す

る不当な影響の排除

措置【法 6 条 4 号】 

(規程 23 条) 

第 1 回あっせん期日を甲乙に通知 
電話又は面談(規程 36 条) 【法 6 条 6 号】 

応 諾  

資料の取扱い 
【法 6 条 10 号】規程 50 条 

当事者の手続の終了 
・事業者等は、顧客の取下げ 

 同意が必要 

・顧客は、申立て同意の撤回 

【法 6 条 12 号】規程 26 条、 
39 条 

特別調停案の提示 
による和解の勧告 
規程 40 条の２ 

あっせん手続の非公開 
【法 6 条 11 号、14 号】

規程 42 条

手続上の秘密の取扱い、 

秘密保持【法 6 条 11 号、

14 号】規程 47 条 

あっせん業務に対する苦情受付 
【法 6 条 16 号】規程 51 条 


